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 対象は 1999 年３月から 2006 年６月までの間に片側頸部郭清術を施行した口腔癌患者のうち、初回の CT 撮影前に
なんらかの治療を施行したものを対象から除外し、頸部郭清術前後に造影 CT 撮影を行った 80 名とした。患者の内
訳は男性 50 名、女性 30 名で、年齢は 22～90 歳、中央値 65 歳であった。原発巣は、舌 34 名、下顎歯肉 19 名、頬
粘膜７名、上顎歯肉６名、口底４名、軟口蓋４名、その他６名であった。術式は、全頸部郭清術 18 名、保存的全頸
部郭清術 41 名、上頸部郭清術 18 名、顎下部郭清術３名であった。 
 80 名の患者の撮影日を期間によって頸部郭清術施行後１～90 日、91～180 日、181～365 日、366～730 日、731
～1095 日に分類し、治療法によって頸部郭清術のみ（34 名）、頸部郭清術＋化学療法（25 名）、頸部郭清術＋放射線
療法（15 名）、三者併用（11 名）のそれぞれの群に分類した。 
 CT は Light Speed QX/i（GE 社）を用い、撮影条件は管電圧 120 kVp、管電流 160～200 mA、スライス厚 2.5 ま
たは 5 mm、寝台移動速度 3.75 または 7.5 mm/秒、マトリックスサイズ 512×512、FOV 25×25 cm とした。造影
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影前の CT 値）として求めた。顎下腺の造影率を求めるにあたり、CT 値は最大割面の画像上で計測し、体積は（各
スライスの顎下腺の面積の和)×(スライス厚）ｍｍ3 として算出した。全ての計測はワークステーションを用い、CT
画像上でウィンドウ幅 250、ウィンドウ値 35 の条件で行い、アーチファクトのため画像上計測が不可能な組織・臓
器は検討対象から除外した。 
 計測手技の再現性については、80 名の中から無作為に選択した 10 名における舌骨レベルでの内頸静脈、胸鎖乳突
筋の断面積、顎下腺の体積を１日以上の間隔を空け５回計測し、それぞれについての変動係数を求めた。 






 患側内頸静脈の断面積が頸部郭清術施行後１～90 日、91～180 日で術前の約 58.0％、181～365 日で約 77.6％と有
意に減少した。 
 健側胸鎖乳突筋の断面積はほぼ全ての期間で 92～95％程度と有意に減少した。 
 顎下腺については、91～180日で体積が 93.4％と有意に減少し、１～90日、181～365日で造影率がそれぞれ 138.0％、
129.7％と有意に増加した。 
〈期間-治療方法別の結果〉 
 頸部郭清術のみの群では１～90 日、181～365 日で患側内頸静脈の断面積がそれぞれ 62.4％、80.5％と、健側胸鎖
乳突筋の断面積がそれぞれ 91.3％、93.1％と有意に減少した。 
 頸部郭清術＋化学療法の群では、１～90 日、181～365 日で患側内頸静脈の断面積がそれぞれ 59.0％、73.7％と、
健側胸鎖乳突筋の断面積がそれぞれ 91.5％、90.3％と有意に減少した。 
 頸部郭清術＋放射線療法の群では、91～180 日で患側内頸静脈の断面積が 80.4％と有意に減少した。顎下腺につい
ては 91～180 日、181～365 日、366～730 日で体積が 75.6％、77.6％、72.3％と有意に減少し、91～180 日、181～





論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本研究は片側頸部郭清術施行前後での患側・健側の組織・臓器の変化について CT 画像上で二次元および三次元的
な評価を行い、客観的に評価したものである。 
 その結果、本研究での内頸静脈、外頸静脈、胸鎖乳突筋、顎下腺の二次元および三次元評価方法の精度が高いこと
が証明され、本法を用いることにより片側頸部郭清術後の両側の頸部臓器に代償性もしくは廃用性の変化が生じてい
ることが示唆された。 
 本研究により非侵襲的に術後の臓器について客観的に評価され、今後の臨床にも役立つものとなる可能性を有して
おり、博士（歯学）の学位に十分値するものと認める。 
